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 令和６年度庁議報告事項 

 第１５回庁議（２０２４年１１月５日）              総務部職員課 

                               

【件名】子育て部分休暇の導入について 

 

【要旨】子を養育する職員の仕事と育児の両立・調和をより一層推進するため、地方公務

員の育児休業等に関する法律に基づく部分休業期間の補完を目的とした休暇（子育て部

分休暇）を導入する。 

 

１ 制度の概要 

 ⑴ 子育て部分休暇を取得できる職員 

   一般職職員（部分休業ができない職員を除く。） 

 

 ⑵ 子育て部分休暇の対象となる子 

   地方公務員の育児休業等に関する法律に基づく部分休業期間の翌日（常勤職員の場

合は小学校の始期、非常勤職員の場合は満３歳）から、満１２歳に達する日以後の最

初の３月３１日までの間にある当該職員の子。 

   なお、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に規定する障

害者又は障害児である子については、満１８歳に達する日以後の最初の３月３１日ま

でとする。 

 

 ⑶ 取得単位 

   部分休業と同様、正規の勤務時間の始め又は終わりに、１日２時間を超えない範囲

内で３０分を単位とする。 

 

 ⑷ 給与上の取扱い 

   部分休業と同様の取扱いとする。 

勤務しない時間の給与 減額する。 

昇給の抑制 抑制の対象としない。 

期末手当の減額 ７時間４５分をもって１／３日の欠勤等日数

として算定する。 

勤勉手当の減額 ３０日を超える場合は、７時間４５分をもっ

て２／３日の欠勤等日数として算定する。 

退職手当 減額しない。 

 

２ 施行期日（実施時期） 

  令和７年４月１日 
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３ その他 

  子育て部分休暇の導入に伴い、庶務事務システムの改修を行う。 

 

４ 今後の予定 

 令和６年 １１月  第４回定例会に条例改正案等を提案 

      １２月～ システム改修 

 令和７年  ４月  子育て部分休暇の導入 


